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 Last May the Committee of Telecommunications of the Ministry of Post and Tele-

communications recommended to construct the optical fiber systems of the Broadband 

 ISDN all over Japan in order to facilitate the coming multimedia erra. This system 

has, in fact, high capacity and versatility, but construction cost is expensive. Judging 

from the costs and the applications expected to become  popular in living-orientrd 

area, the cable television system shuld be recommended.

はじめに

わが国では昨年以来,米 国の情報通信 ・放送関係に起 こっているビジネスの高揚の動向を反映

して"マ ルチメディア"が 急速にマスコミや行政 ・経済界の話題 となってきた。またその動きは

日本のマルチメディア化 を促進するための具体的な政策の形を取 り始めている。政策の狙いとす

るところは,次 の2点 である。

①知的生産性向上 と国際競争力の基盤の強化

②マルチメディア関連新市場の育成 と内需拡大 ・雇用の確保

この様 に経済活性化策 としては重要で,経 済界 にとっては夢の大 きいマルチメディアであるが,

その夢が実現する筋道 と推進方策 となると,日 本では極めて不透明感が高い。

例えば米国でマルチメディア ・サービスを担 う情報インフラス トラクナ ヤーの有力候補 として

成長 した多チャンネルのケーブルテレビや,最 近急速に成長 しているインターネ ットのようなコ

ンピュータ ・ネ ットワークは日本では未熟である。 このために広帯域ISDNの アーキテクチャー

を利用 した家庭への光 ファイバーの導入(FTTH:FiberToTheHome)が 次世代の情報インフラ

の最有力候補 として郵政省から推されている(1)。しか しそのインフラのアプリケーション(使 い

方)と なると不透明感が強 く,従 ってそのインフラの利用効果は分か りにくく,ま たは今後のア
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プリケーション開発 に依存する点が極めて大 きい。何処で投資 に見合う利用効果が得 られるか分

か らないが,取 りあえず20年 問で30～50兆 円の投資をする計画 を提案 しよう,と 言うことである。

しかし同時に情報 インフラの整備は民問事業 として実施することが国の基本政策とされ,こ れが

また不透明感 を増加 している。

本稿ではこの様 な現状の問題を整理す る一つの論点として,マ ルチメディアの利用対象層 を家

庭に限定 し,家 庭向けのアプリケーシ ョンの観点から,イ ンフラの適用領域の検討を試みた。

1.マ ルチメデ ィアと高度情報化

現在マルチメディアという言葉の含意は広 く曖昧である。しか し曖昧では今後の進め方 にかか

わる議論は難 しい。ここではまずマルチメディアの含意を整理するため,マ ルチメデ ィアの起源

を技術発展の経緯に位置づけて,ト レン ドを見る視点を整理する。

最近の時代的推移を振 り返ると,コ ンピュータ技術の発展 を背景 とする情報化の高揚は3回 あ

る。第1回 は1970年 前後に始 まったMIS(ManagementInformationSystem)に 代表されるもので

ある。大型の汎用コンピュータをセンター ・マシンとす る集中システムにおいて,経 営の様々な

局面で発生 した情報 を1ヵ 所に集めて蓄積 ・処理することにより,経 営の意志決定を合理化 しよ

うとするものであった。 しか し経営 に係わる広範な情報の処理を集中処理として一元化すること

の無理があった。コンピュータ ・システムの普及には貢献 したが,シ ステムの定着 までには至 ら

なかった,と 言 うのが現在の評価である。

第2回 は1980年 代前半か ら始 まったニューメディアの高揚に代表される動 きである。この動 き

では技術の指向性が第1回 の集中システムの場合 とは対照的に,分 散システムとして現れた。問

題を抱 える現場で処理をするためのパ ソコンやワークステーシ ョンがネットワークで接続され,

必要に応 じて他のコンピュータと情報や処理結果 をや り取 りする方式のシステムとなった。現在

本格的に進行 しつつあるダウンサイジングの萌芽である。また現場で自由度の大 きいシステムで

あることが,コ ンピュータの広範な利用 を促進 していると見 られている。

この世代の情報システムは,ほ とんどが現在稼働 しているもので もあるが,小 型コンピュータ

の初期段階であ り,① 飛躍的な低価格化 を実現 したもののまだ処理速度が小 さい,② 通信ネット

ワークもアナログ中心でコンピュータとの適合性 に優 れたディジタル網の整備 は未熟である,と

言 うことが出来る。このため情報システムが扱 う情報は,数 値や文字情報,規 格化された図形情

報が中心 となっている。

またこの時に情報通信 という言葉が初めて登場 してきたことに象徴的に現れているように,コ

ンピュータが公衆網の通信ネットワークを介 して自由につながるようにな り,こ れによって情報

メディアとしてのパ ソコン通信やキャプテンが実現されてきている。 そして第3回 が1990年 代

の前半から始まった現在のマルチメデ ィアの高揚であ り,コ ンピュータによる画像処理能力向上

が契機 となっている。 したが ってこれ を今 までの文脈から見ると,マ ルチメデ ィア誕生の技術的

背景は非常に明確である。それは,① 処理速度が飛躍的に高 まった結果として,よ うや くコン

ピュータが動画像 をリアルタイムに処理 出来る水準にまで到達 しつつあ り,ま た②ディジタル通

信網の伝送速度がその動画像の情報量 を瞬時に伝送出来る水準 にまで到達 しつつあること,の2

点にある。換言すれば,コ ンピュータが映像 を介 したコミュニケーションのメディアとして機能

出来る技術水準 に到達 しつつある,と 言 うことである。

従来 コンピュータは,数 値情報や文字情報に対 して情報蓄積 ・処理の機能を適用し,利 用者の

一2一



個別的なニーズに合わせた情報利用を実現 してきている。この対象 となる情報が映像にまで拡大

されることによ り,「百聞は一見にしかず」に象徴 される、利用者に親切で分か りやすい映像情

報の自由な蓄積 ・処理 ・伝送が可能 とな りつつある。

たったこれだけのことであるにもかかわらず,こ のことの社会変革に対する潜在能力は実に巨

大であると見 られている。それは2点 ある。まず第1番 目は,端 的には,コ ンピュータはパーソ

ナル化が進展 しつつあるテレビになる,と いうことである。テレビはマス情報の入手だけでな く,

オン ・デマン ド・ビデオの様なセグメント化 された映像情報や個人で作成 した映像情報の蓄積 ・

処理 ・伝達のメディアになり,ま たテレビ電話にもなる。そ してコンピュータがテレビになるの

と同時に,テ レビがコンピュータにもなる。コンピュータの利用範囲が著 しく拡大する。そのメ

ディア変化に合わせた情報ルーッとしての利用範囲の拡大,そ れに伴 う映像やコンピュータのソ

フ トウェア市場の拡大,さ らにハー ドウェア市場の拡大 をもたらす。また放送 と通信の境界が消

え,メ ディア産業全体の再編がかな りの確度で起こると見 られる。

第2番 目は,距 離の障害の克服である。映像 を介 したコミュニケーシ ョンは,ノ ンバーバル ・

コミュニケーションをも含め,人 間同志の相互理解を著 しく促進する。 したがって,こ の段階に

至ってようや く,従 来から情報化の進展の一つの到達点 と見られていた距離の障害 を克服するコ

ミュニケーションの実現がなされよう、としている。この種の技術利用 も,著 しく大 きい社会変革

を起 こす可能性を秘めている。

この様に見て くると,最 近急速に話題に上がるようになったマルチメディアは,突 然現れてき

た新 しい話題と言 うわけではなく,従 来か ら議論されて きた情報化社会の進展の過程での一つの

到達段階 と見ることが出来る。この位置づけを今後の議論の出発点 として,以 降の議論展開を進

める。

なおコンピュータ技術の観点でなく,利 用者の情報選択性の向上,情 報 を多品種少量的に扱う

メディア技術 という観点からすると,今 回のマルチメデ ィアはテレビの出現以降では第3回 目の

エポ ックの出現である。第一が衛星通信であ り,そ の結果 として多チ ャンネルのケーブルテレビ

が出現 している。第二番 目はパソコンやワークステーションによる分散型コンピュータ間通信 シ

ステムであ り,そ の結果 としてデータベースサービスや電子メールが出現 している。そして第三

番 目が今回のマルチメディアであ り,此 処 に至って初めてユーザは,映 像 ・音声情報を文字情報

と同じように多品種少量的に加工 ・蓄積 ・受発信可能となる,と 言うことが出来る。

2.マ ル チメデ ィア化 の方 向

マルチメディアの普及が,コ ンピュータ技術によるパーソナルな映像メディアの普及だとして

も,そ の様な状況 は急 には出現 しない。様々な利用法が開発 され,初 期市場が成長 し,さ らに

次々と新 たな利用法が開発 されてハー ドやソフ トの整備が進んで成長期にいた り,発 展の筋道が

作 られていく。この様な成長過程か ら見れば,現 在は初期市場の成長までにも至 らず,初 期市場

への挑戦 と模索が続けられている段階にある。

この挑戦 と模索の延長にマルチメディアの成長のプロセスがあるわけだが ,そ のシナ リオは3

つある。それは主に米国で進展 しているが,コ ンピュータか らの成長,電 気通信からの成長,そ

して放送か らの成長の3つ である。これらの3ケ ースを比較すると,ど の場合 も,入 り口は異な

るが将来的に実現される到達点は類似 している。現在では法的には別の事業である通信事業 と放

送事業の垣根が将来的に除去 され,メ ディア産業の再編 ・融合が起 こると見 られている。
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また様々な通信 ・放送 ・コンピュータのネ ットワークは広帯域ディジタル網が中心 とな り,

ネットワーク間接続 も発展 し,利 用者にはコンピュータ ・ネットワークを意識 させない情報授受

や情報交換が一般化することであろう。

ただ し途中のプロセスによっては,成 長の仕方は異なり,通 信やコンピュータか らの成長では,

ビジネスのウエイ トが高 まり,着 実な力強い成長 ということになろう。 しか し放送からの成長で

は,対 象層の広範さによって,急 速な立ち上が りがある可能性がある。

マルチメディアにかかわる各分野の動向は以下のようになっている。

① コンピュータか らの成長

コンピュータ分野では90年代になってか らマルチメディア ・パソコンと言う言葉が使われるよ

うになった。それに代表 されるのはCD-ROMに 蓄積された画像 ・音声情報 をコンピュータ上に

再現 し,コ ンピュータの情報処理能力 と組み合わせて,利 便性の高い情報利用を実現することに

ある。この種の利用の延長上には,テ レビ放送や自作 ビデオをパソコン上に取 り込んで蓄積 ・処

理 ・転送し,ま たインターネ ットやパソコン通信を経由 した電子メールの映像版 とも言うべき映

像情報の個別的な配信や放送的な配信,映 像データベース検索サービスなどが企画されている。

またコンピュータ支援共同作業システム(CSCW:ComputerSupportedCooperativeWork)の 様

なネ ットワークを介 したビジネス活動の知的生産性向上のための利用 も進みつつある。この種の

利用と情報 ソフ トの蓄積 を得て,本 格的なマルチメディアの普及を実現 しようとするものである。

またNII(NationalInformtionInfrustructure)の 構想 も,こ の成長プロセスに位置づけて考える

ことが出来る。

②電気通信からの成長

電気通信分野では,音 声 ・文字 ・画像情報 をディジタル化 し,ISDNに 代表 されるディジタル

網で一元的に伝送 し,か つ利用者の目的に適 した情報形態 を選択で きる様 にしてお くことをマル

チメディア通信 と呼んでいる。身近な具体例 にはテレビ電話やテレビ会議があり,そ の先 には映

像データベースや多チ ャンネル放送の取 り込みも想定 されてい る。広帯域ISDNと 家庭への光

ファイバー導入の路線が このケースである。現在 は電話網に特殊 な機能を付加 し,オ ンデマ ン

ド・ビデオ的なサービスを実現する事業の実験が米国で行われている。この場合 も利用法開発の

進展 と映像 ソフ トの蓄積を経て本格的なマルチメディアの時代に至ると考えられている。

また米国では通信 と放送の融合の動 きは活発で,規 制緩和が進みつつある。その潮流の中で,

地域電話会社 とケーブルテレビ会社の連携や合従連衡が進みつつあることはよく知 られている。

③放送からの成長

放送分野のマルチメディア化は,マ ルチメディア高揚の直接の出発点 ともなった様 に,ケ ーブ

ルテレビが主役である。既存のケーブルテ レビ ・システムを改修 し,進 展の著 しいコンピュータ

とディジタル通信の技術 を取 り込んで,超 多チャンネル ・テレビやオンデマ ンド・ビデオ,イ ン

タラクティブ ・テレビなどの新サービスを実現 しようとするものである。またこのシステムでは,

非常に高度の処理能力 を持つコンピュータを内蔵するセット・トップ ・ボ ックスと呼ばれるホー

ムターミナルが各家庭 に置かれ,こ のコンピュータの多様な用途(例 えば教育,ゲ ームなど)が

検討 されつつある。また同じネ ットワークで通信サービス も実現 され,通 信から放送までを一元

的にカバーするシステムとしての成長が期待 されている。また現在米国の幾つかの地域ではこれ

らの事業の事業化の前段階の実験が行われている。その結果を受けて,本 格的な事業展開を進め

る見通しにある。

一4一



3.マ ル チメデ ィアのアプ リケ ーシ ョン

通信や放送の新規事業において,将 来成長する新 しいアプリケーシ ョンを予測 ・特定すること

は非常に難 しい。過去の事例を振 り返ってみると,設 備建設の段階で予定されたサービスで事業

がスター トしたとしても,そ のうち予想 されなかった新たな使い方が開発され,そ れがメディア

の成長 を担うことになるのが通例である。また当初予定のアプリケーションが うまく成長できず,

苦境に陥っている例は多い。

マルチメディアの場合 も同様で,今 後 どの種類のアプリケーシ ョンが主流を占めるかを予測す

るのは,非 常に困難であろう。創意工夫に満ちた様々な新 たな挑戦が,新 たなアプリケーシ ョン

を実現 させることとなるので,当 然のことではある。 しか しアプリケーションを特定出来ないと

しても,ア プリケーシ ョンの類型 については,既 存の類似 アプリケーションの利用状況から相応

の問題整理が可能と考えられる。この点から今後のアプリケーシ ョンの類型化 を行 う。

マルチメディア化 によって実現 される新たな能力は,1.で 述べたように,次 の2点 である。

①映像利用の拡大

技術進歩によって,我 々は映像 を自由に制作 ・蓄積 ・処理 ・伝達出来るようになる。映像の自

由な取 り扱いが可能なため,当 然音声,文 字,図 形等 も自由に扱えるよう'になる。

②通信 ・放送 ・情報処理の融合
「1:1」 の通信 と 「1:不 特定多数」の放送の事業 を分けることが不可能となり,新 たに境

界領域 としての 「1:特 定多数」(コ ンピュータ介在)や その延長での 「特定多数間」 の情報交

換が実現する。さらに人 とコンピュータ問の情報交換が著 しく増大する。

この2点 と,2.で 述べた射程内のアプ リケーション等を考慮 し,ア プリケーションの実現 に

必要な双方向性の程度か ら,今 後実現 されるアプリケーションの形態を整理すると,表1の よう

になる。1→Vに 向かうにしたがって,双 方向性の内容が高度になる。1で はチャンネル選択で

あるが,皿1で は多 くの中から自分の望む情報を選ぶ双方向性 とな り,NやVに なると利用者が自

己表現の情報発信 をするようになる。技術水準から判断すると,ど ちらか と言えばIVは私的な情

報発信,Vは 公的 ・業務的な情報発信 と言うことになろう。

現在のメディア利用のアプリケーシ ョンとの関連でこれ らの類型を見ていく。家庭利用では,

1は ケーブルテレビの,IIと 皿はパ ソコン通信の,Nは 電話の延長にあるものである。Vは 通常

の家庭では利用されているものはない。この様な実績 に基づいて,家 庭用では1～IV辺 りのアプ

リケーションが,今 後の有望株 として期待されるものである。もしマルチメディアが世上で騒が

れている水準の市場性を持つ としたら,家 庭利用 を置いては考えられない。また人問のコ ミュニ

ケーションにおいて大 きいウエイ トを占めるのは,受 け身指向の情報受信である。例えばパソコ

表1マ ル チ メデ ィア の情 報交換 形態 とアプ リケ ー ション例

情報交換形態 双方向性 アプ リケー シ ョン例 主な利用分野

1.1:特 定多数 チ ャンネル選択 超多 チャ ンネル ・テ レビ 家庭

II.1:特 定多数 番組中の情報選択 インタラクテ ィブ ・テ レビ 家庭

皿.1:1 番組 鯖 報)選 択 オンデマ ン ド・ビデ オ

=映 像 デー タベース

家庭,ビ ジネス

N.11-一 一

1:特 定 多数

完全双方向

(上り映像品質普通)

テ レビ電 話,コ ンピュータ間中速 通

信 関連 アプ リケーシ ョン

家庭,ビ ジネス

V.11--

1:特 定 多数

完全双方向

(上り映像品質高精細)

私 設放送 局,コ ンビs一 タ問高速 通

信 関連 アプ リケー シ ョン

ビジネス
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ン通 信 に お い て も,情 報 発 信 をす る利 用 者 は10%程 度 で あ り,残 りの90%は もっ ぱ ら受 信 者 に徹

して い る 。 情 報 発 信 の 度 合 い の 強 い ア プ リケ ー シ ョ ンが 大 きい ウエ イ トを 占 め る こ と は,人 間 の

情 報 授 受 の 現 状 か ら考 え て も起 こ りに くい。 この 点 で は ま さ に こ の1～Nの ア プ リケ ー シ ョンが,

現 時 点 で の マ ル チ メ デ ィ ア市 場 の 魅 力 の原 点 と見 ら れ て い る。 さ らに 同 様 な論 理 で,多 チ ャ ン ネ

ル テ レ ビの ニ ー ズ が 無 い と した ら,巨 大 市 場 と騒 が れ る マ ル チ メ デ ィ アの 市 場 の 相 当 部 分 は 実 現

さ れ な い もの とな るの も明 らか で あ る。

次 に ビジ ネ ス利 用 で は,1,IIは 小 さ くて,皿 は デ ー タベ ー ス検 索 の,IVは ビ ジ ネ ス電 話,テ

レ ビ会 議,通 常 の コ ン ピ ュ ー タ問 ネ ッ トワ ー クで 実 現 され て い る ア プ リ ケ ー シ ョ ンの,Vは ビ ジ

ネ ス テ レ ビ ジ ョ ンや 特 定 の 高 速 コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー クで 実 現 され て い る ア プ リケ ー シ ョ ン

の,そ れ ぞ れ 延 長 にあ る もの で あ る。 家 庭 分 野 と異 な って,ビ ジ ネ ス 分 野 で は,コ ス ト/効 果 の

評 価 が 非 常 に重 要 に な る。 多 くの 新 た な ア プ リ ケ ー シ ョン は こ の点 で は既 存 手 段 を代 替 し,魅 力

あ る ア プ リケ ー シ ョン と して 成 長 して い く こ とで あ ろ う。 ま た ビジ ネス 用 に 限 らす,医 療,教 育

分 野 で もm～Vの 形 態 に属 す る ア プ リケ ー シ ョン は有 望 と見 られ て い る。

4.次 世代の情報インフラス トラクチャーの適合領域

将来のマルチメディアのアプリケーションは様々に考えられるが,そ れらのアプリケーション

は,サ ービス としてそれを実現するインフラがあって初めて実用に供される。当然現在はマルチ

メディア対応のインフラは未整備で,今 後既存設備の交替や新規建設として整備 される。現時点

における次世代インフラの候補は,大 きく見れば次の3つ が挙げられる。ただしそれぞれ実現可

能なアプリケーションの水準は異なっている。

①衛星放送網

現在の放送衛星(BS),通 信衛星(CS)の 延長で,次 世代技術では,デ ィジタル帯域圧縮技術

を使って,超 多チ ャンネルを実現す ることが出来る。前項で述べた,1に 該当するアプリケー

シ ョンが実現 される水準である。なお設備建設にかかわるコス トは,概 略ではあるが,1加 入者

当た りで7万 円前後 と見込 まれている(2)。

②ケーブルテ レビ網

現在は同軸ケーブルを利用 した 「1:特 定多数」の放送網であるが,次 世代技術 としては,そ

れに加えて一部 に光ファイバーとディジタル帯域圧縮技術を組み込んで光フ ァイバーと同軸のハ

イブ リッド方式 とし,下 り方向では 「1:1」 で各加入者の個別のニーズに応える映像伝送を実

現 し,オ ンデマン ド・ビデオを可能とする。また数100Kbps水 準の完全双方式デ ィジタル伝送 も

実現 し,通 信サービスも提供 しようとする(3)。 前項 における,1～IVの 水準のアプ リケー

シ ョンが実現 される。なお設備建設コス トは相当規模の加入者が確保できる状態 を前提 として,

1加 入者当たりで現在のシステム建設費+10万 円前後 と見 られ,し たがって14--16万 円/加 入者

という水準 と見 られる。

③完全ファイバー網(FTTH:FiberToTheHome,FTTO:FiberToTheOffice)

現在の より対銅線 の電話網の変わ りに,光 ファイバーを敷設 し,広 帯域ISDNの アーキテク

チャーを適用 して,数100Mbpsク ラスの完全双方向 「1:1」 のディジタル伝送 を実現する。

前項における1～Vの 水準のアプリケーションのすべてが実現 される。

なお建設コス トは文献(1)の データ(7500万 加入で33兆 円～53兆 円)に よると,実 現するシ

ステムの性能水準にもよるが,加 入者系では概略で40～60万 円/加 入者 程度の水準 と見 られる。
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大きい傾向としては,① →③へ行 くに従 って性能は向上するが,コ ス トが高 くなる。技術は利

用者の用途 とコス トに見合 って選択される ものであり,高 性能が常に良いわけではなく,ま た低

コス トが常に良いわけではない。様々な適合領域がある。ここでは利用者を一般的な家庭分野と

ビジネス分野で分けて,各 利用者の有用性(役 立ち具合)と コス トの観点から上記の3技 術 を位

置づけると,主 な傾向としては図1の 様になる。大筋 としては,家 庭用では衛星放送網かケーブ

ルテレビ網,さ らに家庭でのコンピュータのヘ ビーユーザには光ファイバー網が該当し,ビ ジネ

ス用では光 ファイバー網 と言うところに落ち着 こう。

さらにメディアの選択 には別の条件が係 わり得 る。表2に それらの要請 を合わせて示 している

が,各 インフラの特徴のうちの,通 信サービスの競争政策 と地域メディアとしての可能性 を考え

た場合,中 期的観点から見た家庭用情報インフラとしてのケーブルテレビ網の有望性はかな り明

確である。マルチメディア用インフラの構築が民間主導で進め られ,ア プリケーションの開発が

進展すると,中 期的にはケーブルテレビ網の有効性が明確 になることであろう。 したがって家庭

での光 ファイバー(FTTH)の 導入は,今 後の15～20年 程度の間を狙 うより,コ ス トダンウとア

プリケーションの充実を前提 として,次 世代ケーブルテレビ網の次の世代のインフラとして,導

入が論題に上が ると考えるのが自然である。

有用性

a.家 庭利 用の場合

ケープ ル

圜

匝]

i

有用性

0 コス ト

b.ビ ジネ ス利用の場合

1ケープ ル1

匝]

圜
0 コ ス ト

(注)FTTHFiberToTheHo皿e、FTTH:FiberToTheOffice

図1次 世代の情報インフラの有用性一コス ト比較

表1各 インフラの諸要請への適合性

①放送の多チャンネル化

②地域メディア

③双方向サービス

④短期的都市難視対応

⑤通信の競争政策

⑥コス ト

ケーブルテ レビ網

0

0

D

O

O

D

衛星放送網

O

X

X

O

X

O

光 ファイバ ー

O

O

O

X

△

X
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5.今 後 の家庭向 きのマルチメデ ィア推進 の課題

本稿では家庭向けの情報インフラの適合性について検討 し,ケ ーブルテレビ ・システムの有効

性を述べてきた。 ここではその議論に加え,そ の様な方向でマルチメディアが発展するための課

題をまとめる。

ここ10年 余の様々な情報化の努力の経緯を見 ると,ビ ジネス分野では新たな情報技術 ・メディ

ア技術がそれなりに定着 し,有 効性を発揮 しているのに対 して,家 庭分野ではあまり成功例はな

く,十 分な有効性 を発揮 してはいない。これはビジネス分野と家庭分野では,技 術の受け入れ方

がかなり異なることに依 る。 ビジネス分野ではコス ト/効 果が有力な指標 となり,効 果の概念が

明確である。他方,家 庭では効果の概念は多様であ り,そ の多様さを攻めきれていないと考えら

れる。

例えば家庭用ニ ューメディアの代表例であり,本 稿の論点の1つ である都市型ケーブルテレビ

を取 り上げてみると,地 上波の放送チャンネルの多い大都市圏では,加 入率 は軒並み10%前 後で,

利用者

建設事業者 陟 存TV番組水剄 番 組 サブ'ラィアー

↓
CATV設 市場小1・ 1番組魅力小 ト

・供給剿
1伽入率鯡 1ソフト制作

/

L...

、

T
」 し

CATV備 費高1
1知識不足lNHg受 信料1 ソフト市場成長難

で経営苦境/
1料金負担則 7'

㌧' 丶

一 一 ● 一
」し

11
■

1拡 告収入少o鱒

1事業収入小さいI

l営業体制弱休1

ノ

1サーヒ'ス料 金司

自主制作リフト難1

一 一 …・/

陣星通信料金剤

9●

1事業経営困難 ソフト支払額4、 衛星通信事業者

都市型ケーブ ルテ レビ事 業者

図2都 市型ケーブルテレビ事業の問題点の構造
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ムー ドの高揚の割には沈滞状況を抜け出ることが出来ないでいる。何故 この様な低加入率を抜け

出せないのか,の 因果関係 を図2に 纏めている。 この図によると,今 後の都市型ケーブルテレビ

の推進に共通する特に大 きい問題は,次 の2点 である。

①規制緩和の推進が必要

ケーブルテレビ事業に係わる事業セクターが多 く,し かもあるセクターの不備は直接 にそのセ

クターの問題として現れるわけではな く,他 のセクターの問題となる。その問題は,巡 り巡って

様 々に波及してい く,い わば問題の悪循環連鎖がある。この連鎖の中では,1セ クターの事業努

力は限界があ り,問 題解決は出来ない。事業論から見ればセクターの統合 ・連携が1つ の方針で

あ り,こ の方向での戦略が必要である。この点で事業連携 を分断する様々な規制は,事 業の成功

に逆行する。この様な観点か らの規制緩和 の推進が望 まれる。

例えば放送事業における集中排除の原則は様々な問題点 となりうる。規制緩和については,そ

れ以外にも放送 と通信の融合そのもの,様 々な手続 きの煩雜さの問題 もある。

②多チャンネルテレビに適 した番組ソフ トの開発が必要=ア プリケーション開発の促進

チャンネルを多 くすれば利用者側での"範 囲の経済性"が 発揮でき,ど れかのチャンネルで自

分好みの番組が見れる,と 言 うのは実は幻想で,ハ ー ド指向の事業に特有の後進性の発揮例 と考

えられる。ハー ドとしてチ ャンネルを多 く用意するだけでなく,多 チャンネルのうちの最少でも

1つ の専問チ ャンネルが,そ の分野を指向する視聴者 を引きつけな くてはならない。 しかし番組

水準がその様にはなっているとは見られていない。番組の魅力が小 さければ,幾 ら料金を下げて

も,利 用者は増えに くい。この様 な番組の制作 ・編成への挑戦が欠けていると見 られる。米国の

ケーブルテ レビ番綿の提供事業者であるCNNやMTV(MusicTelevision)の 挑戦こそがケーブ

ルテレビを成長 させた点を忘れてはならない し,本 来的にはこれが多チ ャンネル ・ケーブルテレ

ビの出発点である。チ ャンネルを多 く用意することが,多 チ ャンネルテ レビの出発点ではない。

ケーブルテレビの場合の番組 ソフ トの開発,こ れはマルチメディア流に言えばアプリケーショ

ン開発となるが,こ れは言 うまで もな く,マ ルチメディア成長の原点である。しか し産業の体質

から言うと,特 にマルチメディア分野でアイデアやコンセプ トを外国に依存する日本は,ハ ード

には優れていても,OSを 初めとする基盤的なソフ トウェアをはじめ,殆 どのソフ トウェアは外

国依存,特 に米国依存が大きい。この様な傾向を打破するためにも,特 にアプリケーシ ョン開発

が促進されねばならない。マルチメディアが民間事業 として推進されるので,民 間の挑戦がその

中心になる。 しか し公共投資によるアプリケーシ ョンの開発,換 言すればアプリケーシ ョンの公

共市場の形成が,民 間投資の呼び水 として非常に重要な役割を果たす。

以下はケーブルテレビ以外 も含めての問題整理である。

③ インフラ投資促進のための支援

インフラの投資額 は膨大であり,し か も投資回収に長期 を要するため,リ スクは大 きい。この

様な投資 を円滑に推進するための支援策が必要である。

④マルチメディア社会への環境整備

マルチメディアのアプリケーシ ョンにおいては,遠 隔医療やホームショッピングの様に人の代

わりに機械が介在 し,用 事が済まされるものが多い。 このため医療行為や人物確認 ・決済行為な

どが従来 とは異な り,新 たな様式に適 した法制度や仕組みが必要 となる。多 くのアプリケーショ

ンはこの様な新たな様式の制度を要求 している。

また印刷 という形でハー ドウェアに体化 されている場合の多かった諸情報は,コ ンピュータ情
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報に変わることにより,ハ ンドリングの様式は著 しく変わる。このために知的所有権の問題が生

じうる。この様にさまざまな社会システムの仕組みの変更が必要にな り,こ れらの環境整備がタ

イ ミングを失 うことな く進められねばならない。

またユニバーサル ・サービス(情 報アクセスの公平性)の 問題 もある。ただしこの問題解決の

制度化にはタイミングが重要である。マルチメディアはムー ド先行であ り,そ の実体がどの様に

作 られていくのかは未だ見えに くい。この段階で公平性を要求 し,規 制 を強めれば,角 をためて

牛 を殺すことになるだけである。アプ リケーションの成長 を見なが ら,制 度化を検討する手法が

必要である。
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